
在的有資

事業実施状況 事業実施主体数 各研修の実施状況・21年度 (実績 )

21年度
(実績 ) 鮮

21年度
(実績 ) し,都晉轟轟

潜在的有資格者
再就業支援研修

者
援
齢
支
昔向 等参画
研修

福祉・介護サービス

チャレンシ
・
教室

養成施設
養成池設

以外
1動 設軍倭鰐 回数 参加者数 回数 参加者数 回数 参加者勢

1 北海道 ○ 0 4 1718 2,730 43 2,005

青森県 ○ 0 1 1
一３ 45

岩手県 ○ O 1 1 1 1

宮城県 ○ O I 9 1 10 50

秋田県 ○ 0 2

山形県 ○ ○ 1 1 1 1 106 783

7 福島県 ○ 一〇 1

一５

一
1 43

茨城県 ○ 0 7 6 10

栃木県 ○ 一〇 6 1 20 1 14 1,283

群馬県 ○ 0 4 i

一６
2 594

埼玉県 ○ 一〇 4 2 5 1

千葉県 ○ ○ 1 1
一〇一２

1 438

東京都 ○ ○ 2 1 1 4 20

神奈川県 ○ ○
一３ 4 254 4 1 17

新潟県 ○ 一〇 1 1

富山県 ○ ○ 4 5 2 5 10

石川県 ○ 一〇 2
一５ 5 6 453 4

福井県 ○ ○ 1
一３ 4 70 1 24

山梨県 ○

長野県 ○ 一〇 5 ．６ 94 1 !05 342

岐阜県 ○ 0 1 1

静岡県 ○ O 5 3 4 4 1

愛知県 ○ O 1 1 24 24 485

二重県 ○ | 〈       〔:〉 4 1 4 5 4 114

滋賀県 ○ 0 1
２

．

０

一
48 2,141

京都府 ○ 0 1 1 2

大阪府 ○ 0 4 4
一２ 5 3

兵庫県 ○
‐
 O 6 , 5 328 5 41 2,914

奈良県 ○ 0 1 1

和歌山県 ○ 0 1 1 1 1 101

鳥取県 ○ | 〈       〔:〉 1 1 1 1 4 273 1,571

島根県 ○ | (       〔:)
２

一
495 180

岡山県 ○ 一〇 ・４ 2

34 広島県 ○ 0 5
．２

・
11 10 140

山口県 ○ 0 110 1 684

徳島県 ○ 0 2 1 146 46

香川県 ○ Ｏ
．

一〇
1 1

愛媛県 ○ 0 3‐ 1‐ 4 43 4 42

高知県 ○ 0 1 1 2 81

福岡県 ○ ○ 4 1 5

佐賀県 ○ 10 1 4 4 7 74 4 4 42

長崎県 ○ ○ 1 4 8 5 114

熊本県 ○ 一〇 4 14 一６ 54 1 41 2,060

大分県 ○ 0 3 1 9 70

宮崎県 ○ 0 1

鹿児島県 ○ 0 2 3 24 334

沖縄県 0 1

計 / / 174 128 12120 203 3,972 6.634 389 18,418
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各研修の実施状況・21年度(実績)
分野への就職・求職動向・41年度

(実績
)

就職した人数

障害者就労
支援研修

キヤリアアツフ

支援研修
その他都道府県
が認めた研修

計 潜在的
有資格者

再就業
支援研修

高齢者等

参画支援
FJT修

福祉・介護
サーヒ
・
スチヤレ

ンシ
・
教室

障害者
就労支援
研修

キヤリアアツフ
・

支援研修

その他

都道府県
が認めた

研修

計

回数 参加者数 回数 参加者数 回数 参加者数 回数 参加者数

4 170 227 13,610 320 19,170 2 2

1 9 180 14 378

1 26

20 551 34 964

7 360 10 438

2 2,000 44 3,918 3 3

1 43

350 60 869 5 12

1 20 1,337

34 1,777 49 2,382

24 564 44 44 1
45

14 828 270 29 1,625

90 1 377 6

10 705 22 1,177

1 120 18 653

70 2,753 29 1.206 4,703

1,615 2,006 3 6

4 30 1,322 30

1,454 22 1,518

1 887 2,995

484 1
1

4,398 252 6,573 7 8

2
う
０ 1

1

7 12 14 364 145 770 41 4 45

169 8,122 35 1,197 255 12.893 3 24 27

5 110 1 250 10 518

2 208 309

1 184 14 2,033 22 22

807 109 20

288 451

21 34 45

31 1,023 34 1,735

1.154 1,346

10 754 802 8 8

243 14 328 50

1 10 306

10 237 25 492 4 4

270 24 436 24

1,859 47 4,014 10 1 11

1 34
3

296 13 296

1,887 2.273

424 1,055 47,813 190 7,389 2,016 84,650 344 19 15 524

―-57-―



研修受講後の福祉・介護分野への就職・求職動向・21年度(実績)

求職活動に至つた人数 特になし・不明
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②潜在的有資格者等養成支援事業

肇嗜筆誕黙1呻 聾聟肇多:

北海道

(福 )北海道社会福祉協議会、北海道介護福祉士養成施設協会、(福 )北海道社会福祉士会、北海道精神保健福祉
士協会、北海道社会就労センター協議会、北海道身体障害者福祉施設協議会、北海道老人福祉施設協議会、北海
道デイサービスセンター協議会、北海道母子生活支援施設協議会、北海道救護施設協議会、(社)北海道知的障がい

福祉協会、北海道社会福祉施設経営者協議会、北海道地域包括。在宅介護支援センター協議会、北海道社協職員
連絡協議会、北海道ホームヘルプサービス協議会、北海道介護支援専門員協会、きょうされん北海道支部、(社)北海

道ろうあ連盟、(社 )日本介護福祉士会北海道支部、(社 )全国有料老人ホーム協会 Jヒ海道連絡協議会 など

青森県 社団法人青森県社会福祉士会、青森県精神障害者社会復帰施設協会

岩手県 県社協

秋田県 秋田県介護福祉士会、財団法人秋田県長寿社会振興財団

山形県 社会福祉法人 山形県社会福祉協議会

福島県

NPO法人福島県シルバーサービス振興会、学校法人福島学院、一般社団法人福島県介護支援専門員協会、特定非
営利活動法人認知症グループホーム協議会、社会福祉法人心愛会、福島県介護福祉士会、福島県養護軽費老人

ホーム・ケアハウス連絡協議会、二本松市居宅介護支援事業所連絡協議会

群馬県
一般社団法人群馬県介護福祉士会、社団法人群馬県老人保健施設協会、群馬県地域密着型サービス連絡協議会、

群馬県ホームヘルバー協議会 等

埼玉県 日本赤十字社埼玉県支部 (I日介護実習普及センター)

千葉県 介護福祉士会,ヘルバー協議会・社会福祉施設等

新潟県 社団法人新潟県介護福祉士会

富山県 富山県認知症グループホーム連絡協議会、水橋福祉事業所連絡会

石川県 県介護福祉士会、県介護支援専門員協会、県理学療法士会、県ホームヘルパー協議会 等

福井県 福井県老人福祉施設協議会、福井県老人保健施設協議会 等

長野県 福祉系大学 (長野大学、松本大学)、 長野県介護福祉士会、長野県社会福祉士会

静岡県 社会福祉士会、介護福祉士会、市町社会福祉協議会

愛知県 一般社団法人 愛知県介護福祉士会

二重県 (21年度実績)二重県社会福祉協議会

滋賀県
滋賀県介護福祉士会、(社)滋賀県社会福祉士会、(社)滋賀県医師会、(社)滋賀県歯科医師会、(社)滋賀県看護協会、

(社)薬剤師会、(社福)滋賀県社会福祉協議会等

京都府 一般社団法人 京都府介護福祉士会

大阪府 (財 )大阪府地域福祉推進財団 大阪介護福祉士会等

兵庫県

兵庫県、一般社団法人兵庫県社会福祉士会、一般社団法人兵庫県介護福祉士会、社団法人兵庫県保育協会、社団

法人兵庫県老人福祉事業協会、兵庫県宅老所・グループホーム・グループハウス連絡会、社会福祉法人兵庫県社会

福祉事業団等

鳥取県 社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会

広島県
(21年度)広島県介護福祉士養成施設協会,社団法人広島県介護福祉士会,社団法人広島県社会福祉協議会

(22年度)社団法人広島県介護福祉士会,社団法人広島県社会福祉士会

山口県 山口県介護福祉士会、一般社団法人山口県社会福祉士会、山口県老人福祉施設協議会 等

香川県
(福 )香川県社会福祉協議会、(福 )観音寺市社会福祉協議会、(福 )さぬき市社会福祉協議会、(福 )綾川町社会福祉

協議会、(財 )かがわ健康福祉機構、香川県老人保健施設協議会、香川県保育協議会、(社)日本認知症グループ

ホーム協会香川県支部、香川県知的障害者福祉協会、(医)社団功寿会、きょうされん香川支部

愛媛県 一般社団法人 愛媛県社会福祉士会

高知県 高知県介護福祉士会

福岡県 県社会福祉協議会

佐賀県
公益社団法人 佐賀県社会福祉士会、社団法人 佐賀県介護保険事業連合会、一般社団法人 佐賀県介護福祉士

会、財団法人 佐賀県長寿社会振興財団

長崎県 長崎県介護福祉士会(H21年度・H22年度)、 長崎県社会福祉士会(H22年度)

熊本県

(H21)社会福祉法人健成会、医療法人堀尾会、熊本県介護福祉士会、NPO法人ワークショップ「いふ」、
社会福祉法人玉東町社会福祉協議会、熊本県ホームヘルパー協議会、社会福祉法人福寿会、

社会福祉法人熊本県社会福祉協議会、社会福祉法人 宇城市社会福祉協議会、

社団法人熊本県社会福祉士会、NPO法人たまな散歩道、社会福祉法人水光会、社会福祉法人嘉悠会、
熊本県介護支援専門員協会

(H22)社団法人熊本県社会福祉士会、社会福祉法人健成会、社会福祉法人 玉東町社会福祉協議会

鹿児島県 県介護福祉士会 及び 県社会福祉士会

沖縄県 (社 )沖縄県精神障害者福祉連合会
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「■あ他人材確保に資する研修として都道府県が認めた研修」の具体的な実施内容

トーター養成研修、個別支援のためのスキルアツプ講座)

委員教室 )
|)

)教員研修 )

北海道

牽年鯵暑全言7声塁已子吻 象に511修会を実施した青森県

山形県

・学童保育新任指導者研修 (放課後の子供たちの生活を支えるための保育研修)10回
。福祉協力員・本目談員への研修 (福祉介護現場への理解と新たな人材確保を図るため

の福祉推進員`相談 員に対す

る研修)12回

千葉県 人事 =労務管理、(施設長・管理者等研修)

東京都
実習フォローアップ研修 :潜在的有資格者再就業支援研修修了者のうち施設での現場実習を体

験した者に対する

フォローアップ研修

石川県 職場のメンタルヘルス等

福井県 灯L:呂石平ZP石平4蓼  80同  16,0名

撮郎筵桑冬又鑓班審   覇語    る者で渤ヽ翻修修了後、直Ыこ
福祉の職場での就職を希望する者。         _

滋賀県

大阪府
「学生のための福祉職員養成講座」児童・高齢・障がいの3コース

「メンタルヘルス研修」等

兵庫県

研修名:地域ケアセミナー

目的 :地域ケアに携わることを志す学生に対して、但馬長寿の郷の取り組みを交えて講義や実習をお
こない興味を高

めるとともに入門レベルの知識を習得させる。

内容 :地域ケアの考え方について、住

=改
修・福祉用具の基礎知識と展示場の見学、車いす介助方法、起居移乗の

努歌棚 外の理学療法士・作業療法士・看護師・介護福祉士等の養成校や大学の学生  1回当たりの期
間 :半日～2日 間

奈良県 介護職のすばらしさと必要性を訴え再就職につなげるために、シンポジウムを開催した。

介護福‐祉士1等|‐澤ⅢⅢ調査|1基づ―1作成された1介‐護‐福祉士等
1有資格者名簿Jの活1用内容

岩手県
名簿登載者に対し、潜在的有資格者再修業支援研修の開催チラシを送付

(なお、本名簿は載者が現在福祉分野の仕事に従事しているのかまでは分からないため、効果に
ついては不明)

山形県
使用していない。
平成21年度については使用していなかつたので、平成22年度事業の実施時期に県の主管課より情報提供

いただい

たが、現任者と未就労者の選別がされておらず使用に至らなかつた。

福島県 事業実施主体が、研修参加案内等を送付するため、有資格者名簿を活用している。

新潟県 介護福祉士等有資格者名簿の掲載者に対し、研修の開催案内を個別に送付した。

富山県 22年度潜在的有資格者就業支援研修事業の実施について、研修対象者の把握に活用

福井県 名簿登載者に対して、潜在的有資格者再就業支援研修の案内を送付している。

静岡県
県において、当該研修の実施計画等を掲載した広報紙を作成し、名簿登載者に対して、社会福祉

人材センターから

通知した。

京都府
○介護福祉士の再就業支援研修の開催要綱送付先として活用(H21年度)

○介護福祉士へのアンケート調査送付先として活用(H21年度 )

大阪府 潜在的有資格者研修を実施する実施主体に名簿を配布し、研修の案内状を送付。

兵庫県
有資格者名簿に登載されている方全員に対し、福祉人材センターに開設した

「潜在的有資格者登録バンク」への登録

案内を送付した(H21年 1月 )ヒ
とに再就労支援研修や就1哉フェアの開催等について情報提供している。バンク登録者には概ね3ヶ月

岡山県
使用していない。
研修の周知のみではなく、アンケート調査への使用を許可していただきたいことと、名簿搭載者

が現在福祉分野への

仕事に従事しているかどうかの情報が欲しい。

広島県
名簿搭載者に研修案内の通知を個別送付

(21年度)1回
(22年度)3回

山口県 事業実施主体が、研修参加案内等を送付するため、有資格者名簿を活用している。
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長崎県
・名簿登載者に対して、本事業の案内を行つた(研修一覧及びチラシ等を送付。なお、H21年度は登載者全員へ、日22

年度は希望者へ関係資料を送付 )。

熊本県
介護福祉士等有資格者のうち、現在福祉・介護以外の職に就業されている方及び現在就業されていない方に対して

潜在的有資格者再就業支援研修の案内を行つた。また、就職フェアの案内等も行つた。(H21)

大分県 活用していない

鹿児島県
「介護福祉士等有資格者名簿」のうち、現在仕事に従事していない方(281名 )を対象に研修会の案内及び再就職等に

関するアンケート調査を実施した。 回答のあつた99名 (35%)に対しては、各関係機関と協力し、就職支援を行つた。

1事業成1集|が見1受■られた.事例|や1数1値1等iやI事1業1実1施‐上|の1改1善1点|●
=夫
した点|‐1等

北海道
高齢者等参画支援事業、福祉・介護サービスチヤレンシ

・
教室の開催により住民の理解促進が図られた。

キャリアアップ支援研修の実施により職員の資質の向上が図られた。

山形県
求職者を取り巻く環境の変化に対応すべく、即戦力を高める講義内容を充実させた。参加者の中には採用困難な方

も多く、面接時におけるコミュニケーションの取り方の工夫や履歴書に考えをまとめる方法などから説明した。また、福

祉施設の中堅職員3名を事業推進アドバイザーとして委嘱し、企画の参画や意見をいただいている。

福島県
「障害者就労支援研修」について、地域の障害者施設が中心となつて実際に障害者が就労している事業所を見学す

るとともに、多数の地元企業の経営者や自治体関係者に障害者も働けることをアピールする研修会を実施した。

茨城県

「福祉・介護サービスチャレンジ教室」について,中学校等や社会福祉施設の協力により,

な研修を実施することが出来た。

例  ・中学校(体育館)での講義・盲導犬教室 など
・小学生を対象とした夏休教室 (社会福祉施設での学習)など

多数の参加者を得,効果的

埼玉県

・潜在的有資格者等再就業支援研修については、網羅的なカリキュラムを実施するより、養成施設の特色を生かした

カリキュラムを実施したところのほうが、受講者も多く、就職率も高かつた。
・潜在的有資格者等再就業支援研修については、4月 からの再就業を目指す方が多い傾向であるのか、平成21年

度については、年度の後半に設定したほうが、受講率が高い傾向があつた。これらを踏まえ、平成22年度は年度の

後半に多く実施するような計画とした。

千葉県 県内を12の地域に区分し、地域の実情に合わせて実施している。

神奈川県
障害者就労支援研修事業では、個別対応を図り、視覚に訴える教材の使用、活動を伴う内容を取り入れ集中力を

維持できるように工夫した。

養成校が介護の現場とネットワークを形成するきつかけとなつた。

新潟県

・主婦でも無理なく講習に参加できるよう、1日 の研修時間は5～ 6時間とし、また県内11地区で開催して研修受講の

負担軽減を図つている。
・介護技術講習等のほかに施設実習もカリキユラムに組み込むなど、より再就業しやすい研修内容としている。

・昨年度、潜在有資格者以外からの研修参加の問い合わせも多かつたことから、今年度は福祉・介護サービスチャレ

ンジ教室も開催している。

石川県

実施団体からの意見
・福祉・介護職以外で就労していることも考えられるため、潜在的有資格者再就業支援研修を夜間と土曜日の開催と

した。
・高齢者等参画支援研修では、ボランティアの実践を課し、最終日に報告会を行つた。

また、介護への興味を深めるため、日程を学園祭と重ね、在学生との交流会を行つた。

・研修をなかなか行えないからか、グループホーム等、小規模な事業者からの出席者が多かつた。
・小規模事業所間では情報交換等が図りにくかつたが、研修には幅広い事業者からの参加があり、効果があつた。
・研修の参加者から、研修内容を職場で伝達したいとの声があつた。

福井県 高齢者等参画支援研修については、体験研修などにより受講者中3名 が福祉介護分野に就職した。

岐阜県
昨年度は、キヤリアアップ支援研修のみの実施であつたが、今年度は、潜在的有資格者再就業支援研修や、福祉・介

護サービスチャレンジ教室をも実施予定としており、より幅広い参加を募ることとしている。

二重県

研修受講者から、研修後「利用者への接遇のまずさに気づいた」や「初心に帰り、改めて介護の仕事を頑張ろうと思つ

た製馨経′署謬窪⑮製呈ぜ駆奎翼基Lイ道談竃3架魏
ら`、介護福祉士の資格を目指し、翌年養成校へ入学をし
界を開催し、就職の見込みはないけれども、ボランティア活

動や見まわり活動などの支援を担っていただける人材の養成になったと思われる。

滋賀県

・地域住民に、福祉・介護の知識を身につけていただくことにより、福祉・介護サービスの意義や重要性を理解してい

ただけた。
・福祉・介護の職場で働いている職員を対象に、専門的知識や技術を身につける講座を行つたことにより、資質の向

上が図れた。
・事業実施にあたり、チラシやインターネットを通して広く周知した。

京都府 介護福祉士再就業支援研修については、対象者を60歳以下とする。(H22年度～)

大阪府

(改善点)「潜在的有資格者再就業支援研修」について地域密着型として府内4地域に分けて募集・実施したが、応募

が少なかつたため、府内全域での募集を開始し、実施場所についても、大阪市内等利便性を考慮して開催を検討中。

(工夫した点)「潜在的有資格者再就業支援研修」及び、「障害者就労支援研修」研修終了後、福祉人材センターの出

張登録及び就職相談等の就労支援を実施。
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兵庫県

団体の行政依存を強めるのではないかと危惧する。

従来は自主財源や受講料収入で実施していた研修をこの補助金を活用して内容を充実させて実施
している事例が多

い。
研修の充実により職員のキャリアアップには一定の効果があつたと考える反面、本補助金により養成校

や福祉関係

岡山県 ・参加養成施設の拡大を図るべく、事業周知及び事業参加を働きかけた。

広島県 8命響聾瞥貢認襲蒼難誌轟柵 秀挙
山口県
事業開始して2年 目にあたり、積極的な活用を促すため、電話、訪問等で活用依頼し、研修を企画

・実施してもらつて

おり、昨年実績額の3倍を超える申請額となつている。

徳島県

響謂[鐵鵬瘍醜∬鯰蛛鶉量鷲鼈 囃鯖
来年度、同地区にて福祉イベントを開催酬 帥 する

轟 感 為 鳥 響 ζ]秘 準 a璃 義 掲載も2)出 来る限り多くの介護福祉従事者に周知できるよう、関{

行つた。
一般参加者の90%が、講演会へ参加してよかつたと回答。このような講演会や講習会の開催を希望する声が多くあつ

た。介護福祉従事者からも、早速実践してみるといつた声が聞かれた。

香川県
キヤリアアップ支援研修は施設・事業所の職員に好評で、ほとんどの研修において参加者数が予定人員を

上回つた。

事業周知の方法について、文書だけでなく各施設・事業所の団体の総会等に出席して説明を行つたと
ころ、平成22年

フ月末時点での申請数が平成21年度に比べ倍増した。

佐賀県

工夫点
○ 福祉人材センターやハローワークと連携し、研修の周知・ハローワーク職員を講師とし、就労情報

の提供や求職

者登録等の講義を依頼した。

長崎県

・本事業を通じて、介護福祉士養成施設及び関係職能団体等との連携強化に繋がつた
[た、長崎労働局と協議し、雇・市町やハローワーク、福祉人材センター等の関係機関を通じて、事業周知を行つた。1

用保険受給資格者が本事業を受講した場合、ハローワークにて失業認定を受ける際の求職活動実績と
して認められ

るようにしたぃ

熊本県

【潜在的有資格者再就業支援研修】
・受講者の就職状況については、10人の就職を確認した(高齢者関係施設フ人、障がい者関係施設2人、医療施設

1

人 )。
・研修の開催をできるだけ広く周知できるよう、介護福祉士等有資格者名簿や養成施設の卒業生名簿を活

用した。

【福祉・介護サービスチャレンジ教室】
・体験型の研修や認知症濠1等を実施し、福祉・介護をできるだけ身近に必要性を体感してもらい、福祉

・介護サービス

の意義や重要性を理解してもらった。
・実際の介護体験を経験し、工夫するこどこより介護が楽

矯 叢 選 錆 辮 寵 込に とができた。終了後の。子ども達が、福祉に対して興味を持てるよう、簡単な言い|

躙 畠脇1型摯ぶ宴鷺祓云獣デ翠種愉剛 習尤r護場認;態認夕
彙藁塁Fy稀
= 3 m  
『縫昔魔静鶏穆日程等の設定を行つた。        _

大分県

受講により就職した者が3名

予鵞麒635輻 :黎爾辟:〔霧     旬轟轟荘1税習製奸臓 尾
もらつた。

宮崎県

【21年度】
・参加者へのアンケート調査では9割以上の者が役に立っ

ま詰予″拓覚を悩みを解消し、離職防止につなげることが他ヽの参加者や講師との交流の機会を設けることにより、宅

できた。

撃霧 準2～ 3月 に実施予定であるが、前年度の実績から要望の多かつた認知症の理解と自立支援の介護技術
に

加え、吸引や胃ろう処置に対する事前知識等、現場ニーズに沿つた講習会を計画している。

鹿児島県

21年度の実施を踏まえ、研修会参加者の募集について、実施主体に積極的な報道機関(新聞
・TV'ラジオ等)を活用

し
轟層彗層臨 資格者再就業支援研修」の募集を図るため、県内全ての養成校・関係団体に協力を求め、

卒業生及び介護福祉士等有資格者の会員に対して、県内で実施する全ての研修会を案内し周知を図
つた。

実
‐
施予定なしの1理1由

山梨県 介護福祉士等養成施設が原則実施主体であるが、養成施設のマンパワー不足等により実施が困難。
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